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(1) 最低制限価格算定式の見直しについて
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別 紙

総 括
各委員からの意見は、概ね以下のとおりであった。

意見の詳細は次のとおり。

・ 国が低入札価格調査基準価格における一般管理費
の率を工事品質の確保のために２５％上乗せした。本
市においても国に準拠して同様の算定式としたい。

○ 国が改正した理由は工事品質の確保だけなのか。 ・ 国では、一般管理費の率が５５％を超えた案件で工
事成績評定点が高くなることを確認しており、一般管理
費の確保が工事品質の向上につながることから改正し
たようである。

○ 最低制限価格の算定式における一般管理費の率を引
き上げる理由はなにか。

・ 本市においては、従来から緊急経済対策として工事
品質の確保とダンピング受注の防止を目的として、国の
基準よりも一般管理費の率を高く設定して対応してき
た。今回、国が工事品質の確保の観点から基準を見直
したことから、本市においても、更なる工事品質の確保
と経済対策のために、国の基準に合わせることが妥当と
考えている。

◯ 今回の算定式における一般管理費の率が上限なの
か。

・ 最低制限価格の上限が現在は９０％で設定されてお
り、最低制限価格の上限を変更しない限りは今回の算
定式以上に一般管理費の率を上げることはできないと
考えている。

・ 以前は、水道と水道以外で別の算定式を用いていた
ものを県が全ての土木コンサルについて算定式を統一
したので、本市においても県と同様な算定式としたい。

◯ 最低制限価格は上昇するのか。 ・ 影響はないと予想している。また、案件によっては落
札率が下がることも考えられる。

◯ 水道と下水道等とで算定式が違っていた理由はなに
か。

・ 下水道が国交省、水道が厚生労働省と主務官庁が異
なっている。昨年度、国交省が下水道について他の土
木コンサルと算定式を統一したが、このような事情から、
同時に算定式を改正できなかったものと考えている。

◯ 当事者に混乱等は生じないのか。 ・ 現在は、最低制限価格と平均落札率が大きく乖離し
ているので、特に問題は生じないと考えている。

建設工事に関して、国が低入札価格調査制度価格の見直しを図ったことから、本市においても最低制限価格の算
定式を国に準拠して改正することが適当である。なお、国の基準よりさらに上乗せすることについては建築系工事に
おいて最低制限価格の上限である９０％を超える案件が増加することから、慎重な対応が必要である。
また、建設コンサルタント業務に関する最低制限価格についても、石川県同様に改正することが適当である。

意 見 ・ 質 問 回 答

１ 最低制限価格の見直しについて（工事）

２ 最低制限価格の見直しについて（委託）


